平成19年10月24日

鎌倉市自治基本条例素案大綱（策定委員会案）

	大　項　目
	環境及びまちづくりの指針（１）
	
	Ｎｏ43－1

	項　目
	みどりの保全・創造・活用の指針
	章
	
	条
	

	①市民はまちづくりに関する意見を述べ、提案する権利を有する。

②市民は主権者として、みどりの保全・創造・活用に参画する。

③市内の緑がこれ以上減少しないよう草地や水辺地を含め条例に定める必要がある。

現在残されているみどりを「都市緑地法」の『緑地保全地域』に、全域指定すべきとする。古都保存法の６条地区を一律４条地区並に扱うこと、ないし6条地区を4条地区に格上げを図るべきとする。

	（解説）

（１）1966年に制定された古都法で旧鎌倉の緑は一応保全された。一方、その外側の多くの緑地帯の大部分は住宅地に変貌した。近時、建築基準法の規制緩和で、市内の斜面緑地にマンションが多く建つようになった。樹林地だけでなく、田・畑・谷戸の宅地化が進んだ。丘陵斜面を擁壁と化し、河川、調整池などの水辺の埋め立てや暗渠化が図られ宅地や、宅地にいたる道路と化す開発が進んだ。

（２）その中で、先人達の努力により保持されたみどりとして、広町、台峯、常盤山の三大緑地と各所にかろうじて残る斜面緑地がある。しかし市全体では1962年に1900haの樹林地（樹林地率 48％）は1990年には1400ha（樹林地率 33％）へと減少した。

（３）現存する最古の築港跡として国史跡指定の「和賀江島」の例を挙げるまでもなく、鎌倉の海浜は鎌倉市の重要な景観のひとつである。だが比較的市民の関心は薄い。

（４）海砂流出による砂浜の減少は深刻な問題になっている。海浜の動植物の生存にも関わることであるが、対策については科学的知見に乏しく、保全について慎重な対応が必要である。わずかに残った海岸性の動植物に保護区域の設置が必要である。（アカウミガメの産卵場所、ベンケイガニ、アカテガニ、クロベンケイガニの生息地、海鳥の休養場所を確保し立ち入り制限を行う。）　

（５）鎌倉には、鎌倉時代から伝わる「鎌倉五名水・十井」が残され、歴史の深さを物語っている。また、北鎌倉周辺には、明治の中頃から昭和３０年代にかけて掘られた自噴井戸が数多く残されていて、確認された数は200を超え、県内でも屈指の豊かさである。

（５）鎌倉のみどりと海浜、河川、名水を守る活動を継続してきた市民団体、緑地の保有者、寺社、井戸所有者らの努力は多大である。今後の維持管理の有り方については行政のいっそうの協働が必要である。市民のなかに自然環境についての関心が高まっており、それとあわせて環境教育および実践領域の指導者育成が必要である。屋敷林や庭木の手入れを手助けする「グリーンヘルパー制度」の創設も望まれる。

	（討議の経過）




鎌倉市自治基本条例素案大綱（策定委員会案）

	大　項　目
	環境及びまちづくりの指針（２）
	
	Ｎｏ43－2

	項　目
	省資源・循環型社会をめざす指針
	章
	
	条
	

	1 市民は、住みよい環境づくりに努める責務を有する。

良好な生活環境を確保し、古都の風情を保全するため、市民・滞在者・事業者・行政が一体となって省資源・リサイクルを進め、循環型社会をめざす。

2 身近なごみ処理をはじめ気持ちのよい生活環境を築いていくため、地方自治体ととも

に小さな自治体としての地域組織の参画が引き続き重要である。



	（解説）

（１）まず市民自身が自分たちの街の美化に熱心でなくてはならない。

（２）観光客の置き捨てにしていくごみの処理は、民・官の労力と費用の負担で処理しなくてはならず、深刻な問題である。年間1700万人が訪れる観光客にたいして、平成13年３月制定の条例「鎌倉市みんなでごみの散乱のない美しいまちをつくる条例」にて、滞在者(観光客をさす)の責務を規定し、市は必要な措置を講ずるとしているものの、実効は乏しいといわれる。

（３）身近なごみ処理問題は、日々遅滞なく処理しなくてはならない市の基本的事業であるとともに、市の財政を大きく圧迫している懸案である。にもかかわらず、市として中長期的な戦略が容易に打ち出されない難問である。

（４）ISO14001は、地球温暖化防止のほか幅広い視点から環境保全に関する実践のシステムを定めた国際規格ですが、平成17年現在、市内では22事業所が認証を取得している。その中で、市役所はひとつの大きな事業所として、いろいろな物品や資源を購入・使用・廃棄しながら活動しており、エネルギー消費の抑制、ごみの発生抑制等に努めるエコオフィス化推進方針を立てている。環境省の方針のもと「かまくらエコアクション21」（EA21）を設けられて、市役所など18の事業所が協力し登録している。今後市民の参画が必要となる。

（５）下水道普及に伴う水質の向上により河川の自然的回復状況が見られる。自然の生態系が回復し河川が持っていた本来の姿が認められるようになれば、生活環境に潤いをもたらすであろう。



	（討議の経過）




鎌倉市自治基本条例素案大綱（策定委員会案）

	大　項　目
	環境及びまちづくりの指針（３）
	
	Ｎｏ43－3

	項　目
	鎌倉らしい都市景観を創りだす指針
	章
	
	条
	

	①市民は、まちづくりの主体者であり、まちづくりに関する情報を知る権利を有し、意見を述べ、提案する権利を有する。

市民は、鎌倉の歴史的遺産と自然を守るとともに、住みよい環境づくり、鎌倉らしい都市景観をつくりだす責務を有する。

市は、次の原則を堅持してまちづくりに関する条例の整備を行わなければならない。

１）   まちづくりの主人公は市民であること

2） 鎌倉の歴史的遺産と自然を守る責務を果たすこと

3） 市民の生命と財産を守る責務を果たし、快適な住環境の維持・創造に努めること

都市環境として、樹林地、水辺地、農地、広い公園などを適正に確保することは、景観上の潤いとゆとりを創出し、大気汚染や騒音などを軽減し、さらには災害に強いまちづくりに寄与する。これらにより、市はまちづくりに関する条例の整備を行うときには、市民参画を図らなければならない。

②開発行政においては、市民と行政の情報の共有が前提となる。

意思決定の初期段階、計画の評価の段階における透明性を増し市民参画をはかり、市民の意思が早い段階で表明され政策に十分反映されるまちづくりが望まれる。

③開発申請案件において、「まちづくりの主人公は市民である」ことに基づき、開発予定地近隣住民および近隣住民が地域で所属する自治会、町内会の同意が得られない場合は開発許可を出すことができないとのことを明確にする。（同意条項）

3 本来は大規模開発に相当する申請案件において、計画工区を分割して申請し、小規模

ないし中規模開発として連鎖的に開発を行い、大規模工区の開発に伴う接道要件、調整池、植栽、提供公園などの附帯施設の供給さらには公聴会の開催等条例の定める厳格な開発審査規定の適用を回避することは、条例違反に当たることを明確にする。

⑤鎌倉らしさを損なう土地細分化の開発を防ぐ対策を、早急にとるべきとする。

	（解説）

（１）古都保存法によって旧鎌倉をとりまく丘陵地のみどりの保全はかなりなレベルまで担保されているが、それ以外の一般市街地のみどりが回復不能な状況になることを回避しなければならない。このことが、これまでの施策の問題点であった。

（２）自治基本条例で「まちづくりの主人公は市民である」ことをあきらかにすることにより、「都市計画法」の条文解釈において市民の立場に立った解釈を行うことの、また開発行政における主要な市条例、「まちづくり条例」「開発事業等における手続及び基準等に関する条例」および「環境基本条例」の見直しにおいて、市民の立場に立った改善を図るよりどころとする。　　　　　　　（次ページに続く）
（３）現在の用途地域とそれに伴う容積率の指定、市街化区域と市街化調整区域の線引きは、きめの細かさを欠いており現実とかけ離れている場合が多い。市民主体の自主まちづくり計画による住民提案型の地区計画の策定を推進する。一定面積を占める緑地については、周辺地域の住民組織の意見に基づき保全地域に指定し、市街化調整区域に改める。

（４）これまで、生活の場である都市の物理的な環境は「建築基準法」「都市計画法」などにより規制され形成されてきた。しかし「建築基準法」は技術基準であり周辺環境との調和義務に関する記述はなく、「都市計画法」は近代化・効率化の推進の思想で作られており、いずれも都市のうつくしい環境を形成するためにはかならずしも有効なものとはいえない。

（５）２００３年７月に国土交通省が政策（景観法）の方針として発表した「美しい国づくり政策大綱」のなかで「国土を国民一人一人の資産として、我が国の美しい自然との調和を図りつつ整備し、次の世代に引き継ぐという理念のもと、行政の方向を大きく舵を切ることにした」と国自ら転換を宣言した。これまでは、景観を主観的なものとして都市開発上排斥していたことが多々有ったが、これからはその景観を市民共通の資産として考慮する視点を取り入れることになった。これは大きな変化であった。

（６）日本の現代の都市にあって、道路に面した建物は[私]が強く出て、周辺との関係に留意し調和を保つ意識は建物からは読み取れない状況にある。街並み景観については意に介せず、といった考えが普通となっている。しかし「自分の土地をどうしようと勝手ではないか」という事業者に周辺市民の眼にどう写るのかを知らせ、多数の市民の意向に従うよう要請し公共の考え方に変換を求めることがきわめて重要になってきている。

（７）鎌倉市の現条例にはたしかに限界は存在するが、にもかかわらずさまざまな開発関連条例の改善努力も重ねられてきたことも事実である。

現改定条例は開発の規模の大、中にかかわらず意見書の提出とかを通じて、また大規模な案件の場合には公聴会開催の規定を設け、つまるところ開発許可は近隣住民の同意とまちづくり市民団体の同意が欠かせないことを規定している。

しかし改善されたとはいえ現時点での中身は、生活に追われ多忙な市民から見たら、煩雑さと過重な手続上の負担が何段階も課せられることから、市民本位に条例改正がなされたとは言えず、依然として事業者及び行政本位のものである。



	（討議の経過）
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